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プロジェクトの活動 
プロジェクト研究会議 
 
第１回 研究開発センタープロジェクト研究会議 
 
１．日 時：２０１７年７月７日（金） １０：００～１２：００ 
２．場 所：埼玉県立大学 教育研修棟３０５ 
３．出席者：江利川理事長 萱場学長 荒井事務局長 朝日副学長 
鈴木研究開発センター長 飯岡教授 
アドバイザー：川越教授 
プロジェクトＡ:田上教授 山口准教授 星野講師 會田講師 
プロジェクトＢ:常盤教授 藤縄教授 張准教授 菊本講師 金助教 
プロジェクトＣ１:伊藤教授 嶌末准教授 井上准教授 丸山講師 
プロジェクトＣ２:伊藤教授 
藤岡調整幹 
事務局：研究・地域産学連携担当 研究開発センター 
 
４．各プロジェクトの発表後に参加者間での意見交換とアドバイザーからの助言を得た。 
（１）プロジェクトＡ 
埼玉県市町村における在宅死に関わる要因分析は、取得できる既存データに限りがあること
から３年間の研究期間短縮と研究方法を見直したことが説明された。前年度までに分析した要
因分析の結果は学術誌へ論文として投稿し、今年度は、在宅における看取りのあり方に注目し
て調査を実施する予定との説明があった。 
（主な意見と助言） 
〇QODは（利用者）本人に確認するすべがないので、家族やかかわった専門職等の意見になる。
周囲の意見だけにならないようにしっかり振り返る必要がある。看取りに関わった方へのイ
ンタビューを丁寧に行うことが大切だろう。 
〇QODはプロセスなので、事実関係をおさえて既存のQOD指標が利用できる方・そうではない方
の違い、ポイントを探るのがこの研究のポイントになる。それを踏まえて具体的に介入研究
を考えるのが今後の方向性であろう。 
〇在宅でのQODは延命という問題をどう考えるか、生きている意味をどう考えるか、QUALITYを
判断する周辺の比較をしないと出てこないので、整理は難しいと思うが、工夫して進めてほ
しい。 
 
（２）プロジェクトＢ 
前年度実施した埼玉県内の通所介護サービス内容に関するパイロットスタディを踏まえ、調
査票を見直し、対象を拡大した研究計画が説明された。 
（主な意見交換と助言） 
〇対象選定において、通所介護サービス以外の利用などの影響も確認して考えていく必要があ
る。 
〇安全を重んじて訓練に手をかけない（かけられない）など施設の取り組み姿勢なども反映で
－　　－13
きるとよいのではないか。 
〇要介護度からサービス介入の効果を評価するのは、審査時の健康状態、自然回復などの影響
も考えられ、判定が難しい。また認知症がある場合は、改善が目に見えにくいなどの阻害要
因もあるので、どのような評価をしていくとよいのか、事業者側も納得できるようなやり方
があるのではないか、どのような指標が良いのかという検証も併せてやっていくことが必要
と考えられる。 
〇プロジェクトの中で一番長い研究となることからも、中間報告を一度まとめて、やった成果
（結果）が関係者に活用されるように進めてほしい。 
 
（３）プロジェクトＣ１ 
市が自分たちで検討委員会を作り、自分たちで研修を実施する方向で検討している。前年度
に実施したヒアリング調査分析を基に、本学ができること（できないことも含めて）を丁寧に
説明しながら検討して研修会を開催する計画が説明された。報告書には、多職種連携における
課題の抽出も含めたプロセスを含めてまとめる考えも説明された。 
（主な意見交換と助言） 
〇研究の最終ゴールは研修プログラムのモデル案を作成し、市町村で活用してもらうことで、
課題抽出も含めたプログラムを作成するという理解でよい。 
〇問題意識や課題を抽出し、みんなで共有してプログラムを開発した、という一連の流れがこ
のプロジェクトでは意味があった。一連のプロセスを整理されるというのは、汎用性が高い
やり方・アプローチと思われる。 
〇三郷市モデルとして提示できるように進めていってほしい。 
 
（４）プロジェクトＣ２ 
４月に中間報告を発表した。ドラッグマガジン（薬局や医師も読んでいる薬業界最大の雑誌）
にも報告内容を掲載した。現在は、広報活動として、埼玉県薬剤師会推薦として参加している
４人の薬剤師に、それぞれの地域に持ち帰ってもらい、議論してもらっているとの説明があっ
た。 
（主な意見と助言） 
〇実践的な取り組みであり、報告書の中身も具体的であるので、今年度も薬剤師の活動として
埼玉県モデルを提示できるように進めてほしい。 
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第２回 研究開発センタープロジェクト研究会議 
 
１．日 時：２０１８年３月１日（木） ９：００～１０：３５ 
２．場 所：埼玉県立大学 本部棟３階大会議室 
３．出席者：江利川理事長 萱場学長 荒井事務局長 朝日副学長 
鈴木研究開発センター長 飯岡教授 上原准教授 松本准教授 黒田助教 
アドバイザー：川越教授 
プロジェクトＡ：田上教授 山口准教授 星野講師 會田講師 
プロジェクトＢ：臼倉准教授 常盤教授 星教授 菊本講師 金助教 
プロジェクトＣ１：伊藤教授 井上准教授 丸山講師 新井助教 
プロジェクトＣ２：伊藤教授 
事務局：研究・地域産学連携担当 研究開発センター 
 
４．プロジェクト発表後に、参加者との意見交換やアドバイザーからの助言を受けた 
（１）プロジェクトＡ（資料６参照） 
〇今回のアンケート調査と研究テーマである要因分析では、施設および施設が所在する市町村
のデータと照合して分析する予定で、本人・家族のQODへの意思決定支援をどのように進め
ていくかも含む。訪問看護ステーション、特養にどのような死の質が必要なのかも検討する
予定である。 
〇家族の意向調査では、家族も職員も人の死を体験したことがない人が多く、亡くなった方を
病院に救急搬送していた現状がある。詳細な解析を期待している。 
〇Quality of Deathの概念設定について、本人のDeathと周囲のDeathに向かうプロセスでの看
取りが、統合される形で集約されると良いと考える。本人の事柄であるDeathと、残された
家族のDeathを概念的に整理してほしい。 
〇ケア会議に参加している当事者（専門職）が感じている課題等をヒアリングしてはどうか。
柏市の例を挙げると、本人の意思決定の把握が課題となっている。変化する意思決定をだれ
が把握していくか、ケアマネが主治医と連携して行なう方向がある。 
〇訪問看護ステーションは、療養者との関係構築が難しいとの話が出ているので、関係性の構
築という視点でのヒアリングを加えるのはどうか。 
 
（２）プロジェクトＢ（資料７参照） 
〇パネル調査は非常にハードだが、回収率を上げるためにも体制を整えてほしい。 
〇生活行為はADL,IADLと活動・参加にかかわる諸々を含むと定義している。そのマネジメント
ではSPDACサイクルが不十分でないという課題があるので、そのサイクル全体を考えた調査
を予定している。 
〇利用者の同意・動機付けは重要で、利用者の現状・意向把握について、研究プロセスにおい
てつかめるとよいだろう。 
〇マネジメントは、アセスメントの統合、合意形成プロセスがあり、合意形成のプロセスにも
様々な段階がある。どこがどのくらいできているか押さえると、課題があるか見えてくる。
それらから課題をとらえて、研修会を考えてみてはどうか。 
－　　－15
〇事例検討会は、あるべき姿＝どういうプロセスが必要かを考えて、現状を把握し、課題をと
らえる手段として実施するのがよい。目的を明確にしてから、手段を構築する事。 
 
（３）プロジェクトＣ１・プロジェクトＣ２（資料８、資料９参照） 
〇意識改革につながったのは、ヒアリングを実施して課題と強みを抽出し、参加者に説明する
段取り。次に、意識改革を焦点としてグループワーク、行動計画の立案などを行った全体と
して意識改革に焦点を当てたことだと考える。 
〇「三郷モデル」は、この市だけに限る内容も多いので一般化が難しい。 
〇効力期待もあるので、実際どのようにやればよいか、ということを示す一つの方法だろう。
報告書と合わせ、地域での実施計画にも生かせるとよいだろう。 
〇大学が作ったプログラムをどのようにして使うのか検討することも必要ではないか。 
〇地域産学センターは、官学連携として、大学の知的・人的資源を提供して、市町村の取り組
みを支援はできるが、現状の活動では課題もある。 
〇（活用の可能性として）今年度は、厚労省マッチング事業にも参加し、研究開発センターと
して市町村支援をすることを表明するので、成果活用の機会はある。 
〇地域で活用される事が大事なので、どのように活用していくかの検討が必要。地域産学連携
と研究開発センターとの役割分担や体制づくりも考える必要がある。研究成果は県庁にも活
用してもらいたいし、フィードバックももらいたい。 
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